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追加規定（全預金共通） 

盗難通帳・証書等による不正払戻被害に関する預金積金取引追加規定 

１．（この追加規定の適用範囲等） 

（１）この追加規定は、当金庫と預金契約を締結する個人（以下、「預金者」

といいます。）が当金庫に有する預金および定期積金で、払戻し（解

約、書替継続ならびに当座貸越を利用した払戻しを含みます。以下同

じ。）の際に、払戻請求書に届出の印章( または署名・暗証) により記

名押印（または署名・暗証記入）し、通帳、証書またはキャッシュカー

ド（以下、併せて「通帳等」といいます。）を提出する預金等（以下、

「当該預金等」といいます。）について適用されます。 

（２）この追加規定は、以下の取扱いを定めるものです。 

① 盗取された通帳等を用いて行われた当該預金等の不正な払戻し（以下、

「不正な払戻し」といいます。）が当金庫の本支店の窓口で行われた場

合における取扱い。 

② 本人確認（当該預金等の払戻しにおける権限の確認をいいます。）に関

する取扱い。 

（３）この追加規定は、各種預金規定および定期積金規定（以下、「各預積金

規定」といいます。）の一部を構成するとともに各預積金規定と一体と

して取扱われるものとし、この追加規定に定めがある事項はこの追加規

定が適用され、この追加規定に定めのない事項に関しては各預積金規定

が適用されるものとします。 

２．（盗難通帳等による不正な払戻し等） 

（１）盗取された通帳等を用いて行われた当該預金等の不正な払戻しについて

は、次の①から③のすべてに該当する場合、当該預金等の各預積金規定

にかかわらず、預金者は当金庫に対して後記（２）に定める補てん対象

額の請求を申し出ることができます。 

① 通帳等の盗難に気づいてから速やかに、当金庫への通知が行われている

こと。 

② 当金庫の調査に対し、預金者より十分な説明が行われていること。 

③ 当金庫に対し、警察署に被害届を提出していること、その他盗難にあっ

たことが推測される事実を確認できるものを示していること。 

（２）前記（１）の申出がなされた場合、不正な払戻しが預金者の故意による

場合を除き、当金庫は、当金庫へ通知が行われた日の30 日（ただし、当

金庫に通知することができないやむをえない事情があることを預金者が

証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数とし
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ます。）前の日以降になされた不正な払戻しにかかる損害( 手数料や利

息を含みます。）の額に相当する金額( 以下、この追加規定において

「補てん対象額」といいます。）を補てんするものとします。 

    ただし、不正な払戻しが行われたことについて、当金庫が善意かつ無過

失であり、かつ、預金者に「過失」があることを当金庫が証明した場合

には、当金庫は補てん対象額の４分の３に相当する金額を補てんするも

のとします。 

（３）前記（１）、（２）は、前記（１）にかかる当金庫への通知が、盗難が行

われた日（当該盗難が行われた日が明らかでないときは、盗取された通

帳等を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた日。）から、２年

を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

（４）前記（２）にかかわらず、次のいずれかに該当することを当金庫が証明

した場合には、当金庫は補てん責任を負いません。 

① 不正な払戻しが行われたことについて当金庫が善意かつ無過失であり、

かつ、次のいずれかに該当すること。 

Ａ．不正な払戻しが預金者の「重大な過失」により行われたこと。 

Ｂ．預金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族、その他の同居人、

または家事使用人によって行われた場合。 

Ｃ．預金者が、被害状況についての当金庫に対する説明において、重要

な事項について偽りの説明を行ったこと。 

② 通帳等の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じ、また

は、これに付随して行われたこと。 

（５）当金庫が当該預金等について預金者に払戻しを行っている場合には、当該

払戻し額の限度において、前記( １) にもとづく補てんの請求には応じ

ることができません。 

    また、預金者が、不正な払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返

還を受けた場合も、その受けた限度において同様とします。 

（６）当金庫が前記（２）により補てんを行った場合には、当該補てんを行った

金額の限度において、当該預金等の各預積金規定にもとづく払戻しの手続

に応じることはできません。 

（７）当金庫が前記（２）により補てんを行ったときは、当金庫は、当該補てん

を行った金額の限度において、盗取された通帳等により不正な払戻しを受

けた者その他の第三者に対して預金者が有する損害賠償請求権または不当

利得返還請求権を取得するものとします。 

３．（預金契約に付随する貸越契約に基づき行う借入れの場合の準用） 

（１）前記１．および２．は、預金者が、当金庫との間において締結した各預積



3 

金契約に付随する貸越契約等にもとづき、払戻請求書に届出の印章（また

は署名・暗証）により記名押印（または署名・暗証記入）し、通帳等を提

出することにより行う金銭の借入れに適用します。 

   この場合、前記２．( ２）の適用においては、前記２．( １）の各号に該

当することを条件として、当金庫へ通知が行われた日の30 日（ただし、

当金庫に通知することができないやむを得ない事情があることを預金者が

証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数とし

ます。）前の日以降になされた当該借入れ( 手数料や利息を含みます。）

について、当金庫はその支払いを請求しないものとします。 

   ただし、当該借入れが行われたことについて、当金庫が善意かつ無過失で

あり、かつ、預金者に「過失」があることを当金庫が証明した場合には、

当金庫が支払いを求めることができない金額は、当該借入れに係る額の４

分の３に相当する金額とします。 

（２）前記２．( ３）の場合、または前記２．( ４）の各号のいずれかに該当す

ることを当金庫が証明した場合には、前記(1) の規定は適用しないものと

します。 

４．（本人確認書類の追加提示） 

    当金庫は、当該預金等の払戻しの手続に際し、各預積金規定の払戻しの

手続に加え、当該預金等の払戻しを受けることについて正当な権限を有

することを確認するための本人確認書類の提示等の手続を求めることが

あります。この場合、当金庫が必要と認めるときは、この確認ができる

までは払戻しを行いません。 

【盗難通帳等被害においてお客さまの重大な過失または過失となりうる事例】 

１．（預金者の重大な過失となりうる場合） 

    預金者の「重大な過失」となりうる場合とは、「故意」と同視しうる

程度に注意義務に著しく違反する場合であり、その事例は、典型的に

は以下のとおり。 

（１）預金者が他人に通帳等を渡した場合 

（２）預金者が他人に記名押印済みの払戻請求書、諸届を渡した場合 

（３）その他預金者に（１）および（２）の場合と同程度の著しい注意義務

違反があると認められる場合 

※ 上記（１）および（２）については、病気の方が介護ヘルパー（介護ヘル

パーは業務としてこれらを預かることはできないため、あくまで介護ヘル

パーが個人的な立場で行った場合）などに対してこれらを渡した場合な

ど、やむを得ない事情がある場合はこの限りではありません。 
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２．（預金者の過失となりうる場合） 

   預金者の「過失」となりうる場合は以下のとおり。 

（１）通帳等を他人の目につきやすい場所に放置するなど、第三者に容易に奪

われる状態に置いた場合 

（２）届出印の印影が押印された払戻請求書、諸届を通帳等とともに保管して

いた場合 

（３）印章を通帳等とともに保管していた場合 

（４）その他本人に（１）から（３）の場合と同程度の注意義務違反があると

認められる場合 

※ キャッシュカード、暗証番号、預金通帳（証書）、印鑑およびインターネ

ットバンキングの取引にかかるＩＤ、パスワードなどの管理、取扱いには

十分ご注意ください。 

【被害補償の概要（法的等根拠）】 

偽造キャッシュ

カード 

盗難キャッシュ

カード 
盗難通帳等 

インターネット

バンキング 

補償の枠組 預金者保護法 全銀協（全信協）申し合せ 

補 償 対 象 個人のお客様 

補 償 要 件 （規定なし） 

①金融機関への速やかな通知 

②金融機関への十分な説明 

③捜査機関への盗取の届出 

①同左 

②同左 

③捜査機関への

事情説明 

補償

基準

預金者無過失  全額補償 

預金者過失 75％補償 
個別対応 

預金者重過失 補償せず 

そ の 他 （規定なし） 

①金融機関への通知から30 日前の日以降の被害が補

償対象 

②配偶者、二親等内の親族、同居の親族、その他の

同居人、または、家事使用人による不正な払戻し

被害は補償対象外 

③預金者が金融機関に対し重要な事項について虚偽

の説明を行った場合は補償対象外 

④通帳等の盗取が、戦争、暴動などの著しい社会的

秩序の混乱に乗じ、または、これに付随して行わ

れた場合は補償対象外 



5 

盗難通帳等被害への対応 

１．個人のお客さまが盗取された通帳等よる不正な払戻し被害に遭われた       

場合には、預金者保護法および偽造・盗難カード被害補償の対応に準じ

被害補償を実施いたします。 

２．被害補償の対象外となるお客さまの「重大な過失」となりうる場合、ま

たは補償額の一部減額となる「過失」となりうる場合につきましては、

「盗難通帳等被害においてお客さまの重大な過失または過失となる事

例」ならびに「被害補償の概要」により対応させていただきます。 

インターネットバンキングによる預金等の不正払い戻しへの対応 

１．個人のお客さまがインターネットバンキングによる不正な払戻し被害に

遭われた場合には、預金者保護法および偽造・盗難カード被害補償の対

応に準じ被害補償を実施いたします。 

２．被害補償の対象外となるお客さまの「重大な過失」となりうる場合、ま

たは、補償額の一部減額となる「過失」となりうる場合につきまして

は、お客さまのお話を真摯に伺い、個別の事案毎に対応を検討させてい

ただきます。 

１．（休眠預金等活用法に係る最終移動日等） 

（１）この預金について、休眠預金等活用法における最終移動日等とは、次に

掲げる日のうち最も遅い日をいうものとします。 

 ① 当金庫のウェブサイトに掲げる異動が最後にあった日 

 ② 将来における預金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定め

るものについては、預金に係る債権の行使が期待される日として次項に

おいて定める日 

 ③ 当金庫が預金者等に対して休眠預金活用法第３条第２項に定める事項の

通知を発した日。ただし、当該通知が預金者に到達した場合または当該

通知を発した日から１か月を経過した場合（１か月を経過する日または

当金庫があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか遅い日ま

でに通知が預金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限り

ます。 

 ④ この預金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当するこ

「民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する 

法律」（休眠預金等活用法）に係る預金規定（全預金共通） 
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ととなった日 

（２）第１項第２号において、将来における預金に係る債権の行使が期待され

る事由とは、次の各号に掲げる事由のみをいうものとし、預金に係る債

権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げる事由に応じ、当該各号

に定める日とします。 

 ① 預入期間、計算期間または償還期間の末日（自動継続扱いの預金にあっ

ては、初回満期日） 

② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じたこと／当該事由が生じた期間

の満期日 

（a）異動事由（当金庫ウェブサイトにおいて「異動事由」として掲げる

事由をいいます。） 

（b）当金庫が預金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める

事項の通知を発したこと。ただし、当該通知を発した日から１か月

を経過した場合（１か月を経過する日または当該通知が預金者に到

達した場合または当金庫があらかじめ預金保険機構に通知した日の

いずれか遅い日までに通知が預金者の意思によらないで返送された

ときを除く。）に限ります。 

③ 総合口座取引規定にもとづく他の預金について当該他の預金等に係る債

権の行使が期待される事由が生じたこと／他の預金に係る最終移動日等

２．（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

（１）この預金について長期期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもと

づきこの預金に係る債権は消滅し、預金者等は預金保険機構に対する休

眠預金等代替金債権を有することになります。 

（２）前項の場合、預金者等は、当金庫を通じてこの預金に係る休眠預金等代

替金債権の支払を請求することができます。この場合において、当金庫

が承諾したときは、預金者は、当金庫に対して有していた預金債権を取

得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることができ

ます。 

（３）預金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、

休眠預金等活用法第７条第２項による申出および支払の請求をすること

について、あらかじめ当金庫に委任します。 

 ① この預金について、振込み、口座振替その他の方法により、第三者から

の入金または当金庫からの入金であって法令または契約に定める義務に

基づくもの（利子の支払に係るものを除きます。）が生じたこと 

② この預金について、手形または小切手の呈示その他の第三者による債権 

の支払の請求が生じたこと（当金庫が当該支払の請求を把握することが
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できる場合に限ります。） 

③ この預金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制 

執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

が行われたこと 

④ この預金に係る休眠預金等代替金の一部の支払が行われたこと 

（４）当金庫は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、預金者等に代わ

って第３項による休眠預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当金庫がこの預金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から

支払等業務の委託を受けていること 

② この預金について、第３項第２号に掲げる事由が生じた場合には、当該

支払への請求に応じることを目的として預金保険機構に対して休眠預金

等代替金の支払を請求すること 

③ 前項にもとづく取扱いを行なう場合には、預金者等が当金庫に対して有

していた預金債権を取得する方法によって支払うこと 

【追加規定を適用する対象預金規定】 

１．要払性預金の規定 ◆普通預金( 無利息の決済用普通預金を含む) 規定 

 ◆貯蓄預金規定 

 ◆通知預金規定 

 ◆納税準備預金規定 

２．定期性預金の規定 ◆定期積金規定（スーパー積金・アタック 100 万円積金） 

 ◆期日指定定期預金規定 

 ◆自動継続期日指定定期預金規定 

 ◆自由金利型定期預金（Ｍ型）規定（スーパー定期） 

 ◆自動継続自由金利型定期預金（Ｍ型）規定（スーパー定期） 

 ◆自由金利型定期預金規定（大口定期） 

 ◆自動継続自由金利型定期預金規定（大口定期） 

 ◆変動金利定期預金規定 

 ◆自動継続変動金利定期預金規定 

 ◆財産形成積立定期預金規定 

 ・財産形成期日指定定期預金規定 

 ・財形年金預金規定 

 ・財形住宅預金規定 

３．その他の預金の規定 ◆めぐろ定期性総合口座取引( 無利息の決済用めぐろ定期性総合

口座取引を含む) 規定 
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（規定の変更等） 

（１） この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他相当の

事由があると認められる場合には、当金庫ウェブサイトへの掲載による

公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとします。 

（２） 前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるものとし

ます。 

2020年4月現在 


